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物価格は大きく低下した。特に 1817 年から 22 年までの 5 年間は下落の連続であった。
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　また，穀物価格の下落と大量の兵隊の復員に加えて，1817 年と 1822 年の飢饉も窮乏化に追い打
ちをかけたと P. グレイは指摘している（8）。まず復員による大量の余剰労働力の問題だが，これがそ
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1818 年から 1822 年までの穀物価格とアイルランド産食料価格の急激な下落によって，所有者であ
る筆頭地主は，中間地主の地代一部不払いや直接契約の借地人からの地代減額要求に応じざるをえ
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　前年のポテトの不作で 1817 年に続き再び飢饉に襲われた 1822 年春に，クロンクリ卿は内務大臣
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　しかし，連合王国下院アイルランド貧民雇用特別委員会は 1823 年 6 月にオウエンを参考人とし
て招き，質疑したうえで，彼の案を却下した。その内容については次節で取り上げるが，さしあた
り，オウエンが巻き込まれた政治状況だけに触れておきたい。
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が，1822 年から 1824 年までの具体的な関係には触れていない（36）。
　『富の分配の諸原理』の訳者鎌田武治は，「（トンプソン）本人の伝えるところによれば，本書の
原稿は 1822 年にはすでに書き終えていたようで，オウエンの相互協働にもとづく社会制度の改革
について具体的なイメージができあがったのは 1819 年から 22 年にかけてであろう，と想像され





































も理論的に関与しようとするトンプソンのスタンスが窺われるが，この背景にあるのは 1823 年 4
月ダブリン講演，そして同年 6，7 月のロンドンの英国下院アイルランド貧民雇用特別委員会での
オウエンの発言であると思われる（40）。
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はこれを不服として新たな訴訟に訴え，この訴訟は彼の生涯にわたって続いた。詳しくは，Fintan Lane, ‘William 













（1 章 6 節）。これは事物の自然である。そして，この労働の生産物が強奪される場合，それによっ
て強奪した側が得る幸福よりも，強奪される側が失う幸福のほうが大きくなる（1 章 8 節）。生産
物の使用における自由の保障という安全とともに，生産物の交換における自由の保障，言い換えれ







によってさらに生産が促進され富も増大する（1 章 11 節）。逆に，奨励や制約は自由な労働とその
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のは何もなくなるだろう」。Ibid., p.404（＝『富の分配の諸原理 2』197 頁）．
 　家事労働については，女性という人類の半分を家庭内に縛り付けて行われる必要があるほど有用で生産的な労働
ではないとトンプソンは見ている。
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頁））で，トンプソンは，オウエンが，政治権力によって共同体に課された税金を支払うための相互協働を容認し
ていると指摘している。
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